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平成29年第一回練馬区議会定例会が閉会 

と き 平成29年３月15日（水） 

と こ ろ 練馬区議会（練馬区豊玉北６－１２－１） 

本年２月８日に開会した平成 29年第一回練馬区議会定例会は、３月 15日に本会議を開催し、

区長提出の「平成29年度練馬区一般会計予算」、「練馬区立地域集会所条例の一部を改正する条

例」など34議案、議員提出の「練馬区議会議員の議員報酬および費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例」など６議案、委員会提出の「地域医療の充実の推進を求める決議」の１議案の計 41

議案のうち40議案を原案どおり可決、１議案を否決し、閉会した。議案等の内容は添付資料のとお

り。 

 

【添付資料】 

１ 平成29年第一回練馬区議会定例会議決件名一覧表 

２ 国民健康保険料の負担軽減についての意見書    

３ 現行奨学金制度の拡充と給付型奨学金制度の創設についての意見書 

４ 政治分野における男女共同参画の推進に関する法制定の早期実現を目指す意見書 

５ 地域医療の充実の推進を求める決議 

 

 

 

 

【問合せ】区議会事務局  電話０３－５９８４－４７３２ 



平成２９年第一回練馬区議会定例会議決件名一覧表 

 

平成２９年３月８日 

議 決 議 案 

 

１ 議案第23号 平成28年度練馬区一般会計補正予算       （原案通り可決確定） 

２ 議案第24号 平成28年度練馬区国民健康保険事業会計補正予算 （原案通り可決確定） 

３ 議案第25号 平成28年度練馬区介護保険会計補正予算     （原案通り可決確定） 

４ 議案第26号 平成28年度練馬区後期高齢者医療会計補正予算  （原案通り可決確定） 

５ 議案第27号 平成28年度練馬区公共駐車場会計補正予算    （原案通り可決確定） 

６ 議案第28号 練馬区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を 

改正する条例                    （原案通り可決確定） 

７ 議案第29号 練馬区職員の育児休業等に関する条例の一部を改正 

する条例                                      （原案通り可決確定） 

８ 議案第33号 練馬区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等 

に関する条例の一部を改正する条例       （原案通り可決確定） 

９ 議案第34号 売買代金支払請求に関する訴えの提起について  （原案通り可決確定） 

10 議員提出議案第１号 北朝鮮のミサイル発射に対して断固抗議する決議 

（原案通り可決確定） 

 

平成２９年３月１５日 

議 決 議 案 

 

 １ 議案第１ 号 平成29年度練馬区一般会計予算 （原案通り可決確定） 

 ２ 議案第２ 号 平成29年度練馬区国民健康保険事業会計予算 （原案通り可決確定） 

 ３ 議案第３ 号 平成29年度練馬区介護保険会計予算 （原案通り可決確定） 

 ４ 議案第４ 号 平成29年度練馬区後期高齢者医療会計予算 （原案通り可決確定） 

 ５ 議案第５ 号 平成29年度練馬区公共駐車場会計予算 （原案通り可決確定） 

 ６ 議案第６ 号 練馬区名誉区民条例の一部を改正する条例 （原案通り可決確定） 

 ７ 議案第７ 号 練馬区職員定数条例の一部を改正する条例 （原案通り可決確定） 

 ８ 議案第８ 号 練馬区職員の配偶者同行休業に関する条例の一部を

改正する条例 （原案通り可決確定） 

 ９ 議案第９ 号 練馬区特別職の職員で非常勤のものの報酬および費

用弁償に関する条例の一部を改正する条例 （原案通り可決確定） 

 10 議案第10 号 練馬区特別区税条例の一部を改正する条例 （原案通り可決確定） 

 11 議案第11 号 練馬区工場立地法地域準則条例の一部を改正する条

例 （原案通り可決確定） 

 12 議案第12 号 練馬区立区民農園条例の一部を改正する条例 （原案通り可決確定） 

 13 議案第13 号 練馬区立地域集会所条例の一部を改正する条例 （原案通り可決確定） 

 14 議案第14 号 練馬区女性福祉資金貸付条例の一部を改正する条例 （原案通り可決確定） 

 15 議案第15 号 練馬区営住宅条例の一部を改正する条例 （原案通り可決確定） 



 16 議案第16 号 練馬区立都市公園条例の一部を改正する条例 （原案通り可決確定） 

 17 議案第17 号 特別区道路線の認定について（関町南二丁目） （原案通り可決確定） 

 18 議案第18 号 特別区道路線の認定について（土支田一丁目） （原案通り可決確定） 

 19 議案第19 号 特別区道路線の認定について（大泉学園町六丁目） （原案通り可決確定） 

 20 議案第20 号 特別区道路線の認定について（西大泉三丁目） （原案通り可決確定） 

 21 議案第21 号 特別区道路線の認定について（北町五丁目） （原案通り可決確定） 

 22 議案第22 号 特別区道路線の認定について（田柄二丁目） （原案通り可決確定） 

 23 議案第30 号 練馬区国民健康保険条例の一部を改正する条例 （原案通り可決確定） 

 24 議案第31 号 練馬区建築基準法等の事務に係る手数料に関する条

例の一部を改正する条例 （原案通り可決確定） 

 25 議案第32 号 練馬区立都市公園条例等の一部を改正する条例 （原案通り可決確定） 

 26 議員提出議案第２号 国民健康保険料の負担軽減についての意見 

書 （原案通り可決確定） 

 27 議員提出議案第３号 現行奨学金制度の拡充と給付型奨学金制度 

の創設についての意見書 （原案通り可決確定） 

 28 議員提出議案第４号 政治分野における男女共同参画の推進に関 

   する法制定の早期実現を目指す意見書 （原案通り可決確定） 

 

 29 議員提出議案第５号 練馬区議会議員定数条例の一部を改正する 

条例 （原 案 否 決） 

 30 議員提出議案第６号 練馬区議会議員の議員報酬および費用弁償 

に関する条例の一部を改正する条例 （原案通り可決確定） 

 31 委員会提出議案第１号 地域医療の充実の推進を求める決議 （原案通り可決確定） 

 

 



国民健康保険料の負担軽減についての意見書 

 

 国民健康保険は、所得が低い高齢者や非正規雇用者など、低所得者が多く加

入しているため、被保険者の保険料負担は重いものになっている。 

 また、保険者の一般会計からの繰り入れや、被保険者の保険料負担は限界と

なっている。 

 そのため、公費負担の増による保険料の負担軽減を図ることは大きな課題と

なっており、特に国庫負担の増が求められるとともに、保険料の負担軽減のた

めの支援を行う必要がある。 

 そして、医療保険制度における国の責任を明確にしたうえで、国民皆保険が

安定的かつ持続的に運営できるような制度設計に取り組む必要がある。 

 区においても、一般会計から国民健康保険事業会計への繰入金が増大してお

り、この状況を改善するためには、国が国庫負担割合の引き上げを含めた財政

基盤強化策を一層充実させるなど、適切な措置を講じる必要がある。 

 よって、本区議会は、国に対し、国民健康保険の負担軽減に向けて、国庫負

担割合の引き上げと減免制度の改善を強く求めるものである。 

 以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。 

 

平成２９年３月１５日 

 

練馬区議会議長 田 中 ひでかつ    

 

 

 

内閣総理大臣 

厚生労働大臣   

 

あて 



現行奨学金制度の拡充と給付型奨学金制度の創設についての意見書 

 

 高等教育段階では学費などが非常に重い負担になっている現状に鑑み、未来

の担い手になる子どもたちの貧困の連鎖を断ち切ることは極めて重要である。 

 意欲ある子どもたちが、経済的な理由により進学を断念するようなことがな

いように、経済的負担の軽減に取り組まなくてはならない。 

 そのため、無利子奨学金などを更に拡充したうえで、高等教育段階において

返済の必要がない給付型の奨学金を創設し、経済的支援をより充実させていく

必要がある。 

 未来への投資により、返還負担の懸念が解消され、より多くの若者に大学進

学への道が開かれることは大変意義があるものと考える。 

 よって、本区議会は、政府に対し、下記の事項について要請する。 

 

記 

 

１ 無利子奨学金は、貸与基準を満たす希望者全員が利用できるよう拡充する

こと。 

 

２ 給付型奨学金制度を創設し、将来に向けて拡充すること。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。 

 

 平成２９年３月１５日 

 

練馬区議会議長 田 中 ひでかつ    

 

 

 

内閣総理大臣 

文部科学大臣   
あて 



政治分野における男女共同参画の推進に関する法制定の早期実現を目指す意見書  

 

わが国の女性議員の割合は、平成28年衆議院で9.5％、参議院では20.7％で

ある。 

 参議院の20.7％は、世界平均の22.0％に近づきつつあるとはいえ、衆議院の

9.5％は、下院あるいは一院制をとる列国議会同盟（ＩＰＵ）193か国中 157位

（平成28年８月１日現在）と残念な状況になっている。 

 一方、地方議会においても女性議員の割合は 12.1％と一割強に過ぎず、女性

議員が一人もいない女性ゼロ議会は、全自治体の20.1％にも上る。 

 政治は私たちの暮らしに直結し、社会の意思決定を行い、これを実現する重

要な役割を担っている。少子化、高齢社会の諸問題をはじめ、食糧や環境など

暮らしに関わる事柄が重要な政治課題となっている今日、社会のあらゆる場で

女性の活躍推進を掲げている政権下において、政策を議論し決定する政治の場

へ女性が参画することが求められている。 

 よって、本区議会は、国および政府に対し、国、自治体のいずれの議会にお

いても女性議員の増加を促し、男女がともに政策決定に参画する政治分野にお

ける男女共同参画推進の法制定の早期実現を目指すことを強く求めるものであ

る。 

以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。 

 

平成２９年３月１５日 

 

   練馬区議会議長 田 中 ひでかつ    

 

 

衆議院議長  

参議院議長 

内閣総理大臣  

総務大臣  

法務大臣   

内閣府特命担当大臣（少子化対策、男女共同参画）  

内閣府特命担当大臣（地方創生、規制改革）  

あて 



地域医療の充実の推進を求める決議 

 

区と区議会は、これまで地域医療の充実を図るため、医療機関の誘致や既存病

院の支援などの施策を展開してきたところである。 

区の人口は72万人を超え、23区では２番目に多い人口を擁しており、今もなお

人口が増加し続けている。しかし、平成 28年６月１日現在、人口 10万人当たり

の一般・療養病床数は278床であり、23区の平均である783床の約３分の１に過

ぎず、入院を必要とする区民の約７割が区外に入院している。また、特に、急性

期病院を退院した患者を受け入れる回復期病院が少ない現状がある。 

今後、高齢化が更に進展する中、医療需要はますます高まっており、さまざま

な課題に対処するため、地域完結型の医療の充実が求められている。入院患者お

よびその家族の負担を軽減するためにも、身近な地域での病院整備が不可欠であ

る。こうしたことから、急性期から回復期、慢性期、在宅医療など切れ目のない

医療提供体制を整え、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らしていくことができ

るよう、地域医療の充実を図ることは、区政の最重要課題である。 

今般、東京都地域医療構想で示された平成37年の病床必要量が、区西北部では

現在の基準病床数と比較して1,166床の差が生じており、平成30年に改定される

東京都保健医療計画において基準病床数の増加が見込まれることから、区にとっ

ては病床確保の絶好の機会である。また、高野台運動場用地の活用など区有地を

はじめ、国、都有地や民有地を活用することにより、これまで以上に、積極的に

医療機関の誘致を推進することが必要である。 

よって、本区議会は、区に対し、区民の生命と健康を守るため、区民が必要と

する医療サービスが提供されるよう病床確保に向けた施策を展開し、更なる地域

医療の充実に全力で取り組むよう強く求めることをここに表明する。 

 以上、決議する。 

 

平成２９年３月１５日 

 

練馬区議会    

 

 


